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【司会（丸山）】 マージンソン先生、どうもあ

りがとうございました。 

それでは、２分ほど時間がありますが、ここで

一たん休憩しまして、次は 15 時 50 分から、また

始めたいと思います。廊下にコーヒー、紅茶等用

意してありますので、どうぞご利用ください。 

質問用紙をお手元にお渡ししてありますが、質

問のある方はそれに書いて前のほうか、後ろのほ

うにおります、スタッフにお渡しいただければと

思います。後ほどのパネルディスカッションの参

考にしたいと思います。よろしくお願いします。 

【司会（丸山）】 それでは最後のプログラムに

移りたいと思います。最後のプログラムは、まず、

同じく司会を担当します国立大学財務・経営セン

ターの客員教授、神戸大学教授の川嶋先生に全体

的な簡単なコメントをしていただきます。お願い

します。 

【司会（川嶋）】 神戸大学の川嶋です。本日は、

センターの２人の先生方も含め、合計７人のレポ

ーターから非常に貴重なご講演をいただき、大変

勉強になりました。 

皆様もお気づきのように、国を超えて国際的に

高等教育政策改革の方向性については、ある一定

のトレンドといいますか、もちろん国の状況も違

いますので全く同じというわけではございません

が、同じ方向性に向けての改革が行われている、

あるいは行われようとしているということがおわ

かりになったであろうと思います。 

その中で、私なりに本日お聞きしたご報告の中

から３点ほどまとめるというか、私の問題意識の

観点からの課題等をお話しさせていただきます。

今起きている各国での高等教育改革の一番大きな

背景には、さまざまな方からご指摘がございまし

たように、知識社会を迎えたということ、知識は

国境を超えて自由に行き来するという性質がござ

いますので、経済的なグローバライゼーションを

含め、グローバライゼーションという大きな背景

があると。 

その中で、きょうご指摘があったような、例え

ば各大学の自律性が高まったとか、パフォーマン

スファンディングに移行して、ファンディングの

仕方がパフォーマンスファンディングになってい

るとか、いろいろ動きがございます。しかし、私

はその中で３つの、お互い相反するような動き、

矛盾やジレンマと言うには大げさかもしれません

が、カウンタラクティブに作用するような動きが

あるのではないかと思います。 

１つは、グローバライゼーションや知識社会化

を迎えた中で、各国において高等教育に対する期

待が非常に高まっていると。それは、むしろ文化

的な観点からではなくて、経済的な観点から高等

教育が各国政府にとって非常に戦略的な意味を持

っている。そうした点で非常に高等教育に対する

期待が高まっていると。 

にもかかわらず、財政支援も含め、政府、ある

いは社会一般の高等教育、大学に対するコミット

メントというのはだんだん少なくなっている。具

体的には、公的なサポート、財政的な支援が少な

くなっていると。よく言われる言葉ですが、DO 

MORE WITH LESS ということが起きている。つま

り、高等教育に対する期待、社会の期待、政府の

期待、高まる一方で、政府や社会一般からの支援、

コミットメントは下がっているのではないかとい

う相反するような動きが、１つ起きているとうこ

とです。 

この問題を解決するには、いわゆる大学のガバ

ナンス改革、あるいはマネジメント改革というこ

とが各国でも行われており、大学の自律性、オー

トノミーを高めると同時に、裁量を大きく与えて、

競争的環境に置くということ。それにより、DO 

MORE WITH LESS を実現しようとしていると。 

ところが、これはアマラル先生のペーパーの中

で指摘されていたことだと思いますが、ニュー・

パブリック・マネジメントのジレンマということ

で、各大学、あるいは高等教育機関のオートノミ

ーが高まっているにもかかわらず、同時に政府の

コントロールはかえって高まっていると。むしろ、

自律性を促す政策でありながら、実際にはさまざ
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まな制約がかえって増えていると。自律性の拡大

と制約の強化というような一種のジレンマといい

ますか、矛盾が２番目に起きているのではないか

ということです。 

３番目の相反する動きとしましては、今申しま

したように、国として知識社会、あるいはグロー

バルな経済競争に打ち勝つために高等教育に対す

る期待が非常に高まっているということで、高等

教育システムのクオリティーを向上させるため、

さまざまな施策が行われております。 

その１つが、これまでの大学はすべて等しきも

のという観点から、パフォーマンスファンディン

グ等による階層化というもの、あるいは、日本で

は機能分化という言葉であらわされておりますが、

差異化、ディファレンシエーションが生じている

ということです。しかしながら、同時に、大学間

の格差、あるいは同じ大学の中における教員間の

格差も生じていると。システム全体の質の向上を

目指す一方、内部でさまざまな格差が生じている

といった、ある種の矛盾というか、ジレンマが起

きているのではないかということです。 

こうした観点から１つだけ、先生方にお考えを

お聞きしたいと思っておりますのは、今申しまし

たように、エコノミーとか、エフィシエンシーと

か、エフェクティブネスというのが一種のキーワ

ードになろうかと思いますが、今お話しした格差

の発生という観点からいくと、４番目の意義とし

て、エクイティーや、エクオリティーの観点から、

あるいはＥの次のＦ、フェアネスという観点から、

今の国際的に同じ方向を向かっているような、同

じ高等教育改革の動きをどう評価されるかという

ことについて、もし可能ならば、お１人ずつご意

見をお伺いしたいと思います。以上です。 

【司会（丸山）】 ありがとうございました。今

の川嶋先生の質問はおわかりになりましたか。も

し、わからなければお手を挙げてください。わか

りましたか。 

それでは、アマラルさんからお願いできますか、

今の質問に対して。 

【アマラル】 午前中申し上げたように、ほと

んどの欧州の教育制度の中では進化が起きていて、

従来はピアレビュー、合議制度がありました。す

べての国立大学は平等であるというが従来の方向

でしたが、変わってきました。18 世紀には、その

当時いわく、法的な均質性の原則があり、高等教

育に就学をしている人がある国でいれば、同じ教

育をほかの国の高等教育機関でも受けることがで

き、将来、公的な部門で得られるステータスは同

じであるということが想定されておりました。 

公的な部門、公務員という職が大学卒の主な就

職先であったためです。どこの国で大学教育を受

けても、同じように公務員の職を得られるという

ことが想定されていました。しかし、そうではあ

りません。今では、官民あわせて、私立も公立も

競争しなければなりません。もはや、そのような

均質性の原則には依存できません。確かに一部の

欧州の国の中では、まだどの教育機関も対等であ

るべきだという考えがあります。 

例えばフランスです。共和国法のもとで違いが

あってはならないとされている国もあります。高

等教育機関であれば同じであるべきだという考え

がフランスの場合、あります。しかし、それでも

大きな進化と変化が起こっていると思います。 

それは欧州委員会、ＥＣがサポートしているも

のです。つまり、欧州教育圏という考え方です。

欧州を１つの地域、エリアと考えて、その中でラ

ンキングを考えて、ごく少数のトップレベルの大

学が世界レベルで競合ができると考えて、それ以

外の地方、地元の大学というランキング分けをし

ているのです。 

また、非常に進学率が高い場合、例えば 50％も、

60％もの学生がヨーロッパであるように大学に進

学するのであれば、それらすべての学生が同じ地

位を得るということは可能ではありません。この

ような動きは不可避だと思います。つまり、ヨー

ロッパの金融機関の中でも格付ができてくること

は仕方がないと思います。どこの国であっても、

今のシステムの中ですべての教育機関が国際的に
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競争力を持つことを確保するだけの資源は持って

いないと思います。 

ヨーロッパでボローニャシステムを導入した際、

ＢＡ、ＭＡ、そしてドクターへと進んでいきまし

たが、まずはＢＡ、学士を当然のこととして、中

等教育の修了書に変えると。もはや学士が普通の

学歴とすると、このような学歴を与えることがで

きる機関は数多くあり、それ以降の修士、博士を

与える教育機関はもう少し数が少ないということ

で、ヨーロッパではこのような動きが進んでいく

と思います。 

【司会（川嶋）】 済みません、少し私の質問の

仕方が悪かったのかもしれませんが、フェアネス

や、エクオリティーというふうに質問申し上げた

のは、例えば日本のケースとして、山本先生も話

しました。それから、先ほどデンマークのケース

でもありましたが、要するに競争といってもスタ

ート地点が全く大学間で異なっている。つまり、

歴史的な経緯とか、パス・ディペンデンスと山本

先生は言っていましたが、同じ競争の中で大学間

の階層化が行われるということでしたが、出発点

というのがそもそも歴史的に異なっているという

大学間の中で競争的ファンディングを使い、機能

分化なり階層分化をもたらすということは、そう

いう観点からいくとフェアとか、エクオリティー

の問題にならないのかと。あるいは、それぞれの

先生方のお国でそういう議論は起きていないのか

ということについて、お伺いしたいというつもり

で質問しました。 

【司会（丸山）】 アマラルさん。 

【アマラル】 私のもとの議論に戻りますが、

すべての国立大学教科が同じ質である、同じレベ

ルであるということは不可能です。そして、高等

教育のマス化ということになりますと、やはりダ

イバーシティーが必要です。だからこそ、多くの

ヨーロッパの国では、大学、それからポリテクニ

ックというシステムになってきています。ポリテ

クニックの役割の中には、一般的には基盤的なリ

サーチを行うことになっていますので、そのよう

なシステムの中で認定を受ける、そして、多様化

が出ているというシステムがあるのは、いたし方

ないと思っております。 

数年前のこと、20 年前ぐらいのことでしょうか、

我が国において、大学とポリテクニックに分かれ

ているというバイナリーなシステムに関して議論

がありました。１人の同僚が言ったのですが、イ

ギリスの場合、ユニバーシティーとポリテクニッ

クというのは平等ではない、違っているというこ

とです。これは、南アフリカの黒人のような状況

です。そのようなちゃんとしたシステムがないこ

とも許容しなければいけないと思います。均質な

システムがないということも受け入れなければい

けないと思います。 

【王】 よろしければ、日本の先生のお話に戻

りたいと思いまです。グローバル化に関して２点

言いたいことがあります。まず、効率性とエクセ

レンス、グローバルな観点からです。これは、サ

イモンさんの話とも絡んでいます。中国は、最も

留学生を輸出している国です。留学生を最も多く

輸出しているのが中国です。その点について考え

ておりまして、中国政府とも議論していますが、

それが中国教育がうまくいっていないことを意味

しているのだろうかと自問せざるを得ません。こ

れだけ国外に留学しているということです。 

厳しい質問です。なぜ中国の親は子供を国外に

勉強させに行くのか。いわゆる差別化された需要

があるのか、アクセスの問題があるのか、中国の

何が足りないのか。差別化を図りたいのであれば、

教育の機関は提供しているけれど、中国で提供さ

れている教育は中国の親が子供に与えたいと思っ

ているものと合っていないということです。例え

ば教義を浸透させる、イデオロギーばかりを教え

ると思い込まれているのか、今の中国の親がそん

な教育を子供に受けさせたくないと思っているの

であれば、中国の教育制度がうまくいっていない

ということです。 

しかし、アクセスの問題があって留学生が多い

のか、機会は提供されてはいるけれど、その機会
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は中国国内で十分ではない。それによって、親と

しての希望を満たすアクセスが提供されていない

のかどうか。そのために海外に留学をする人たち

は、そもそも中国で入学試験に合格できなかった

学生が多いのです。という理由の違いがあります。

ともかく留学生が多い。この点を、学者は、なぜ

中国は国外に留学したいのか、研究しなければな

らないと思います。 

また、海外で留学をした場合に、学生個人にと

ってのメリットは何であるのか。途上国の学生が

先進国に留学した場合の、個人にとってのメリッ

トを理解する必要があると思います。教育機関の

間の競合で、どこがうまくいっているのか。その

結果、学習機会が全世界でどこが一番大きいのか

を考える必要があると思います。アクセス・デマ

ンド・モデルの問題なのかもしれません。 

先進国にとっては教育の品質の希釈化になるか

もしれません。途上国にとっては、留学生を輸出

するということは、高等教育自体が輸出産業にな

っているということで、国内の教育産業が課題に

きちんと立ち上がっていないことを反映している

のかもしれません。 

２点目ですが、エクセレンシーです。日本の先

生方がおっしゃったように、今では中国政府がエ

リート機関に大規模な投資をしています。類似性

が東アジアの中国と日本とであるのかもしれませ

ん。すべてのトップのエリート機関は国公立であ

る傾向があります。 

中国であれば、どのレベルの教育においてもト

ップの学校を探すと国公立です。高等教育では自

然と第１層の教育機関が独占している形態があり

ます。資本集約型のトップの国公立大学です。資

本集約といった場合に、まずものが豊かです。例

えば研究室がリッチであるとか、基礎研究の研究

室等の設備が立派です。かつ、非常に質が高い人

的資本も集まっています。教授であれ、専門家、

これらを育成するためには大変資金がかかります。

途上国にとっても大変な資金が必要です。 

そのためには、国外で人材を育成しなければな

らず、大変な資金がかかります。このような研究

機関が独占的な地位を得ると、それを変えること

はなかなか難しくなります。ある程度までは政府

がこのようなトップのエリート機関で、利己的な

機関に捕らわれてしまっているのではないか、人

質になっているのではないかと思うこともありま

す。北京大学の場合は、私どもは逆に得をしてし

まっていますが。 

このような状況のもとでは、政府としても事態

を変えることは非常に難しいと思います。ほんと

うの意味で革新的な要素を全体像に織り込むこと

は非常に難しいのではないかと思います。 

【司会（川嶋）】 議論がいきなり大学の機能分

化だとか、役割分化だとか、または階層化に入り

込んでしまって難しくなっておりますので、もう

少し簡単なところから議論を進めたいと思います。 

いろいろ報告していただきましたが、共通性と

いうのは十分認識されましたが、同時に各国でユ

ニークな経験を見つけられることもあります。そ

れについて、１つずつご質問していきたいと思い

ます。 

まず、私は、マージンソン先生にオーストラリ

アの高等教育改革についてご質問します。オース

トラリアは、ご発表のとおり、留学生の数が 90 年

代以降、ものすごく増えております。留学生をこ

のように増やす政策というのは、日本でも 30 万人

に増やそうと、今 10 万人ですから３倍ぐらい増や

そうという議論がありますが、留学生を増やすと

いうことは、自国の高等教育にとってどのような

影響を及ぼすのか。 

要するに教育輸出、マージンソン先生はエデュ

ケーション・エクスポートと呼んでいらっしゃい

ますが、それについて一言、もう少し詳しい説明

をお願いします。 

【マージンソン】 質問、どうもありがとうご

ざいます。私としては、いろいろな幅広い問題に

ついてコメントしたいのですが、少し私を抑えて、

川嶋先生のフリートレインの点について申し上げ

たいと思います。私もこのようなトレンドに関し
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ては説明がありますので、申し上げたいと思いま

す。 

この点に関してはいろいろ文献があり、国内の

システムは非常にモデストなものでした。オース

トラリアの政府が使った戦略は、マーケットを発

展させるということで、留学生の部分は分離する

ということです。もちろん、実際に分離する、隔

離するということではなくて、同じ教室にいます

が、国内の経済と国際的なマーケットが別にされ

ていました。 

商業的なマーケットは、それぞれの機関がその

留学生に助成金を与えるということではなくて、

できる限り多くの留学生を在籍させたいと。そこ

には価格コントロールがないので、純粋な資本主

義的な制度というものが留学生に関してはありま

した。唯一、留学生から入ってくる収入というも

のがあったのです。 

ということは、それが１つのインセンティブと

なり、それらの教育機関は財政的にもこうした留

学生を持つことにより、それがメリットとなりま

した。コストもそれで賄うことができました。そ

れに加え、政府のファンディングがあり、大体１

人当たり 15％のファンディングが行われました。

1995 年以降、政府のインデクセーションというこ

とで、年間３％か、それぐらい減りました。年間

２、３％から、10 年ぐらいかかっていますので、

その 10 年後ということで見ますと、ファンディン

グの状況が大きく変わりました。 

ですから、これらの教育機関は 1995 年以降、強

いインセンティブがあり、より多くの留学生を在

籍させるほうがよかったのです。サプライサイド

いたしましては、インセンティブが非常に明確だ

ったのです。非常に有名なオーストラリアの大学

であっても、やはり多くの留学生を在籍させまし

た。私の大学はリサーチでは２位ですが、１万人

以上の留学生がキャンパスにいます。これは非常

に大きな数字で、世界のキャンパスと比べても非

常に多いと思います。 

アメリカの一番留学生が多いのは南カリフォル

ニア大学で、大体 7,000 人ぐらいの留学生がいます。

よって、オーストラリアでは 10 ぐらいの大学で１

万人以上の留学生を抱えています。ですから、み

ながこのような方向に向かっているのです。 

なぜこのようなことができたかということです

が、なぜ日本はもっと多くの留学生を在籍させて

いないのか、なぜオーストラリアが多いのかとい

うことでありますが、サプライサイドは日本は強

いのでしょうか。我々ほどは資金を求めていない

のかもしれません。パブリックファンディングが

我々の場合は非常に減ったため、１ドルでもより

多く必要なのです。 

もちろん、英語という言葉もあるかもしれませ

ん。英語圏はグローバルなマーケットで有利かも

しれません。ヨーロッパの場合でも、ほんとうに

収益性を上げたい場合、マスタープログラムを英

語で提供するということもやっています。これは

デンマークなどもそうです。留学に関しては英語

の市場なのです。特に学士の教育に関してはそう

です。 

実際に日本の国際化というパフォーマンスを見

れば、日本語しかないにもかかわらず、それほど

悪くないと思います。やはり国際化を使って政策

上の実行をするということで、いろいろな国際化

ということではインセンティブがあると思います

が、かなり留学生を在籍させることができた。特

に東アジアの学生が多いということですが、言葉

の障壁ということを考えますと、日本語で行って

いるにもかかわらず、いいと思います。しかしな

がら、日本語で行っているということでは、そこ

には上限があると思います。 

【司会（川嶋）】 それでは、次にデンマークの

大学改革の実践について、エバンシアさんにお伺

いしたいと思います。効率化や、大学の国際競争

力の強化のため、タクシーメーター・システムと

いうのを導入されました。それについて、効果を

はかることはまだ難しいと思いますが、エバンシ

アさんはどのように評価なさいますか。タクシー

メーター・システムによって、教育や研究の活性
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化は達成されると思いますか。 

済みません、ちなみにタクシーメーター・シス

テムとは、ベーシックなところは一律に、基盤的

経費を保障して、その上をパフォーマンス、例え

ばデンマークの場合は試験合格者の人数によって

資金を配分するということです。 

【シュミット】 質問、ありがとうございまし

た。このタクシーメーター・システムの評価を見

てみますと、確かに非常に手段として効果的であ

ることが見えます。導入してしばらく経過してい

ます。90 年度以降使っていますので、もはや新し

い手段ではありません。しかし、評価の結果を見

てみると、測定にいい指標だと思われるので、将

来も使い続けると思います。 

研究についてはまだ効果的な結果をコントロー

ルするメカニズムがありません。あるいは、研究

成果の品質をコントロールするツールがまだあり

ません。そのために、科学技術教育省のもとで評

価部門を設立しました。何らかの基準を設けよう

としていますが、なかなか難しいです。どういう

基準を使えば研究部分の評価ができるのか、大学

が研究の成果の評価ができるのか検討しています。 

先に申しましたが、この基準開発が行われてい

る最中で、年内には公表がされると思われ、待っ

ているところです。かつ、合併再編等がどうなる

のか見守っていますし、2003 年、大学法の結果に

ついても評価待ちの段階です。 

【司会（川嶋）】 ありがとうございました。そ

れでは、次に、テーマが違って申しわけありませ

んが、アメリカの高等教育について、アカウンタ

ビリティーの向上策というのが言及されましたが、

デイビッドさんにお伺いしたいのは、アメリカで

個々の大学がどのようにアカウンタビリティーを

達成するかについて、具体的な方策をお聞きした

いのですが。お願いします。 

【ライト】 わかりました。質問ありがとうご

ざいます。それでは、まず州の視点をお話しして、

具体的に今私がいるテネシーの話をしたいと思い

ます。 

まず、アプローチは、アメリカの文献をお読み

になったかどうか、ジョセフ・パーク、ロックフ

ェラー財団ニューヨーク、アルバニーの先生の文

献、参考になるのですが、非常にうまく分類して

います。パフォーマンスレポート、業績報告です。

つまり、業績等、資金配分が完全に分かれている

段階から、パフォーマンスベースで配分がされて

いる場合。つまり、測定、あるいは測定の指標そ

のもの、並びに資金の分配が間接的に業績に連動

している場合です。 

予算の協議にパフォーマンスは反映はされてい

ますが、パフォーマンスだけでは配分は決まりま

せん。パフォーマンスファンディングの場合、と

きに私はインセンティブファンディングという言

葉を使っています。このようなアプローチは、フ

ォーミュラ、計算式に基づいていることが多くの

州であり、成功している度合いは各州によって違

います。パフォーマンスレポーティング、パフォ

ーマンスバジェティングという言葉が使われてお

ります。 

テネシーでは、それなりにパフォーマンスファ

ンディングで成功している長い歴史があります。

30 年も使っています。休憩中にも話をしていたの

ですが、5.45％、出どころはともかく、機関の要請

で州政府に対する要請の 5.5％しか占めていませ

ん。しかし、パフォーマンスベースの予算が 5.5％

にしかなっていないということは、小さく思われ

るかもしれませんが、だからこそ長続きしている

のかもしれません。これだけ配分がされるとすれ

ば、学校は気をつけますが、あまり大き過ぎない

ので、安定性が崩れないのではないかと思います。

一定の割合は、パフォーマンスベースで大学に分

配されています。これは全米的な特徴と言えるか

と思います。 

もう一つ、これは強制しているわけではありま

せんが、どのように説明責任を強化しようとして

いるか。特定の重みづけをファンディングの計算

式に織り込んでいます。例えばテネシーでは、先

に申し上げたように、ファンディングのシステム
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は今のところ入学者の数に大きく依存しています。

そのため、生産性を高めるために、１年生の割合

が小さくつけられています。２年生と、３年生と、

４年生と、学年によって重みを変えています。４

年生のほうが数字が大きいです。つまり、学生が

長続きしているほうが点数か高いんです。 

それに加え、政策上の目的、さきのマスタープ

ランの中で、成人学生を再び就学させるというこ

とです。大人の中で、以前にドロップアウトした

人が再入学できることを促します。コミュニティ

ーカレッジの段階で成人の学生がいると、プレミ

アムがつきます、１年生、２年生とは違い。例え

ば、10 代の年齢の学生に比べて 20％上乗せになり

ます。成人が年々学習をしなくなっているため、

そのような重みづけを変えて計算をしております。

それにより、政策目標の達成を図っております。 

とりあえず、今の回答をまとめるに当たり、さ

まざまなアプローチがとられております。州によ

って違うアプローチがありますが、当然成功の度

合いも違っています。10 年ほど前にサウスカロラ

イナ州が、誇り高く 100％パフォーマンスベースで

資金を配分すると発表しました。その後、システ

ムは破綻しました。 

矛盾するような要素が含まれていたためです。

拮抗するような作用があったためです。また、い

くら教育機関のパフォーマンスをはかるといって

も、データ集め自体が負担が重過ぎてできません

でした。数字はよくわかりませんが、テネシーに

関しては、5.5％がパフォーマンスベースで分配さ

れていたことでうまくいっています。 

【司会（丸山）】 アカウンタビリティーの話が

出ましたので、少し補足の質問をさせていただき

ます。 

新しいオバマ政権になりましたが、その前のブ

ッシュ政権で、連邦教育省のスペリングス・レポ

ートというのが出て、アカウンタビリティーとい

うのは、アクセスとか、アフォーダビリティーと

同様に非常に重視されてきています。先ほど先生

のご報告の中で、メジャーリングアップ、レポー

トの中にラーニングアウトカムズという項目が新

たに入っておりますが、これについて、テネシー

州で具体的に何か測定する方法の開発等はされて

いるのでしょか。 

【ライト】 はい、ご質問ありがとうございま

す。このスペリングス・コミッションの議論で特

に強調された点は何かといいますと、全国的な学

習、一般的な教育のレベルで何か評価が必要かど

うかということでした。 

そして、アメリカでは、スペリングス・コミッ

ションの報告書の後、この問題は１、２カ月みな

の注目を集めました。しかし、大統領選が迫って

きて、みなスペリングス・コミッションの報告書

を忘れてしまいました。それで嵐をしのぐことが

できました。しかし、この学習の評価はテネシー

やほかの州でどう行っているかといいますと、ご

存じかもしれません、2008 年までのレポートでは、

すべての州で学習の測定に関しては不完全な測定

がされていました。 

これは悪かったのです。といいますのは、アメ

リカでまだこの議論が完結していなかったからで

す。テネシーでは、パフォーマンス・ファンディ

ング・プログラムの中で業績の基準があります。

学習、教育の評価という意味で基準が決められて

います。各教育機関に対してプランが必要だとい

います。学習を評価するために一般教育、あるい

は特定の学問分野でも、両方でも必要だといい、

特定の分野での学習というのは、認証試験や、特

別の試験で評価します。また、一般教育では、例

えばコリージュドラーニング・アセスメントや、

カリフォルニア・クレジット・シンキング・アセ

スメントなど、さまざまな制度があり、それを使

うことができます。 

すべてパフォーマンスファンディングという点

から、その基準を使う際に一貫性のあるプランに

基づいて行い、自分たちが学習の評価をきちんと

して、その成果を使って改善を図っているという

ことを伝えることができなければいけません。ソ

フトスタンダードで、正式な、公式な基準という
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わけではありません。教育機関には自律性があり

ますので、対応の仕方はそれぞれですが、単に学

位をあげるだけではなく、学生がきちんとそのプ

ロセスを通して学習したということを確認する必

要があると思います。 

【司会（丸山）】 大学の話に戻ります。今まで

の報告をお聞きし、大学の財源というのは、政府

からの高財政負担と、民間というか、学生からの

授業料収入及び寄附金、この３つが主なものです

が、寄附金はアメリカに非常に特徴的です。福祉

国家、デンマークやスウェーデンでは、ほとんど

政府の資金で高等教育の財政が構成されています。 

そこで非常に特徴的だったのは中国です。中国

では拡大しており、政府の資金も増えていますが、

それだけでは足りない。しかし、学生からの授業

料をこれ以上急激に上げるわけにいかない。大学

として、第３の資金収入というのを考えていると

思いますが、それについてもう少し具体的にご説

明いただけますか。 

【王】 ありがとうございます。異なる教育機

関によって収益の構成は違っています。トップレ

ベルの機関については、非常に重要な収入源があ

ります。学費以外の機関収入があります。収益の

分類で機関収入があり、その中に含まれているの

は学費も入りますが、それだけでなく、学費以外

の収入があります。これが主として訓練研修活動、

また、産学連携の委託契約から上がる収入です。

トップレベルの教育機関に関しては統計データが

あります。トップ７の大学については、22％の収

入をこのような学費以外の収入で得ております。

学費以外の収入、22％です。 

一方で、それほど高いレベルではない大学では、

学費への依存度が高くなっています。寄附の話に

戻しますと、非常に限定的です。非常に寄附は少

ないです。すべての高等教育機関の中で、いわゆ

る基金、あるいは寄附については 0.7％にしか達し

ていません。2004 年に関して寄附は 0.7％です。ト

ップレベルの教育機関であったとしても、より能

力が高い、あるいは寄附を引きつけやすいトップ

レベルの大学であったとしても、3.6％にしかなっ

ていませんでした。 

よって、インセンティブです。政府が社会に対

して大学の財団等に寄附をするインセンティブを

与えたかどうかです。主として税制度の影響があ

るかと思います。中国では十分に控除などのイン

センティブがないので、産業界からの寄附が増え

ないのではないかと思います。一部の調査研究に

よりますと、さまざまな寄附に関して 75％は海外

からの寄附だということです。産業界等からの寄

附も 75％が中国国外からだということで、いかに

すれば中国国内の産業界、特に富裕個人が寄附を

してくれるか考えているので、その前には税制改

革が必要だと理解されているので、非常に難しい

作業です。 

【司会（丸山）】 一応各国のユニークな点につ

いてエラボレートしていただきました。このユニ

ークな点について、最後に日本の水田先生にお聞

きしたいのですが、日本の高等教育改革の特徴は、

ほかの国と比べてどのような点だと思いますか。 

【水田】 多分、話の流れから財源の点でおっ

しゃっていると思いますが、今回の改革について

は、私のプレゼンテーションで申し上げたとおり、

国立大学については国の機関から外れ、補助金が

ブロック化され、使い道が指定されなくなったと。

それによって、裁量を高めることはできるように

なったということにあるかと思います。 

また、最初に山本教授からもありましたが、私

立大学のセクターが大変大きいですが、これは海

外の皆さんへの情報提供として申し上げますが、

私立大学といっても完全に授業料、ほかの事業収

入だけでやっているわけではございません。経常

的な財源の平均 10％ぐらいは国から出ているとい

うことになっており、その点が日本としては特徴

的な点ではあると思います。 

改革の中で特徴的な点として、これはほかのと

ころとは違うユニークな点ではなくて、シミュラ

リティーのほうかもしれませんが、私もプレゼン

テーションで申し上げたとおり、競争的に獲得す
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る資金の割合がだんだん高まっていると。具体的

にはプレゼンテーションの中でも示しましたが、

この前、公的な統計を調べていまして、学生１人

当たりの公的な財源と、機関に対して外から入っ

てくる研究資金を教員の数で割ったものと、グラ

フにしてみましたが、教員１人当たりの外から入

ってくる研究資金はものすごい勢いで増えている

ということがここ 20 年でわかりました。 

きょうお見せできればよかったのですが、準備

中のペーパーがあり、そこで使っているため、お

見せできませんでした。そういう意味では、大変

コンテスタブルな環境に置かれつつあるというの

が、日本の特徴かと思います。 

【司会（丸山）】 どうもありがとうございまし

た。 

ユニークな点についてそれぞれ報告していただ

きましたが、アマラルさんにお聞きしたいのです

が、ほかの今までのプレゼンテーションをお聞き

になり、それぞれの動向についてコメントしてい

ただきたい。特に、アマラルさんはヨーロッパに

ついてはいろいろな国の動向をよく知っておられ

ますが、日本のことについても、本日プレゼンテ

ーションである程度知識が得られたと思います。

日本の大学の法人化の動向について、どのように

お考えなのか、それについてお伺いしたいと思い

ます。 

【アマラル】 ご質問ありがとうございます。

ただ、その質問の前にコメントしたいことがあり

ます。ヨーロッパの国内の学生と学費について、

まずその話をさせてください。ヨーロッパの基本

的な問題です。留学生が多い場合に、ヨーロッパ

の学生と留学生に対して異なる学費を請求できな

い場合、例えばノルウェーからの学生、イタリア

の学生、スペイン等々の学生は、学費は同じです。

ポルトガル人の学生と同じ学費です。欧州裁判所

の判例があるため、留学生と、それ以外と、学費

を変えてはなりません。つまり、留学生をいくら

受け入れても追加収入にはなりません。 

米国の 2003 年の白書があります。非常に中身の

濃い文書で、1,000 ページ以上ですが、英国の白書

を見てみると「ヨーロッパ」という言葉は一切出

てきません。５万人以上の留学生を受け入れたい

とだけ書いてあります。留学生は、英国であれば

高い学費を取ることができますが、欧州にある大

陸の大学では差別化することができません。 

第２点、ヨーロッパの多くの国はまだロマンチ

ックな時代の幻想があるのです。つまり、教育サ

ービスを売ることができると夢を見ているのです。

北欧の国々がそうかもしれません。途上国からの

留学生を受け入れます。そして、教育を売ってい

るのです。 

ポルトガルはあまり豊かな国ではありませんが、

旧植民地からの留学生を多く受け入れており、サ

ービスを売っているわけではありません。ポルト

ガルの法律では、同じくポルトガル人と違う学費

を留学生に請求してはなりません。つまり、まだ

英国以外にはそれほど事態は進んでいません。 

もう一つの課題があります。多くの欧州の国々

では、北欧もそうですが、そもそも学生が学費を

納めていない、もしくは免除された割り引きの学

費しか納めていません。学費がゼロの場合も実質

多いかと思います。ドイツでも学費はもともと少

ない。ポルトガルもそうです。多くのヨーロッパ

の国では、もともと学費というのは、初めからほ

とんど収入源にはなっていません。というコメン

トがしたかったのです。 

そして、丸山先生のご質問に戻りますが、日本

の改革の大きなトレンドはヨーロッパのトレンド

とそれほど違いはないと思います。日本でも独立

法人の立場を教育機関に与えているわけで、それ

はヨーロッパの多くの国々と同様です。また、権

限をトップに集中させると。これもヨーロッパの

多くの国で見られていることと同じです。契約に

基づいたファンディング、協議を国家と各機関の

間で行うという傾向も似ています。つまり、ヨー

ロッパで見られる基本的な要素が、今日の日本の

改革後のシステムにもあると思いました。 

【司会（丸山）】 皆様からの質問をお受けする
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前に、先ほどマージンソン先生、私の質問に対し

て何かおっしゃりたいようでしたが、何か今でも

コメントありますでしょうか。 

【マージンソン】 ありがとうございます。簡

単に日本の制度に関するコメントです。私の知識

はある程度限られているかもしれませんが、2004

年に１カ月ほど日本、東京と大阪で過ごしたこと

があります。古い知識しかありませんので、それ

以降のことにキャッチアップしなければなりませ

ん。 

ただ、ヨーロッパや世界での全体のトレンドと

いう観点から見ますと、階層化、集中度というこ

とで、もっと階層的なシステムがさまざまな種類

の大学、また、そのリソースやステータスでさま

ざまなレベルでファンディングされると。また、

研究大学と教育大学があるとか、ある意味でアメ

リカモデル、高いレベルの参加率、また、平等な

高等教育へのアクセスがある。 

しかし、サプライサイド、機関のほうでは不平

等であると。ある意味で、日本は長い間そうした

状態にあると思います。日本はそうした意味でア

メリカ化が進んでいると思います。システムの構

造としても、民間部門が大きく、ほとんどは研究

機関で、旧帝大、特に東大への集中度が高い。長

い間そのような状態だったと思います。 

日本でのほんとうの変化というのは、ヨーロッ

パや、英国や、オーストラリアのような結果をつ

くるということではなかったと思います。実際に

もっと複雑な、ミクロのレベルで管理された国家

管理を導入するというものだったと思います。 

きょうあった一番いい点は、王先生がおっしゃ

ったことで、国家プロジェクトがどういう状態か

が改革評価をする上で重要だということです。改

革は類似しておりますが、国家プロジェクトが国

によって違うからです。また、コンセプトに対す

る国家のアプローチというのも、国によって違い

ます。中国でこれを発展させるために、ほかの国

と比べてさらに期待が寄せられると思います。投

資によって何が達成されるかということ、日本や

オーストラリアで楽観視されているわけでは、必

ずしもないと思いますが。 

冒頭おっしゃった３つの点については、技術指

向型社会、グローバル化、また、政府がそれを認

識するということの知識社会、また、コンセプト

に対する財政的なコミットメントを減らして、コ

ントロールを増やすということは、私はそのとお

りだと思います。また、質を向上させるというこ

と。しかも、お金をかけずに質を向上させたいと

政府は思っているということ、確かにそのとおり

だと思います。 

財政的な支援が減少して、コントロールを増や

していくのは、まさにそのとおりだと思います。

政府は、コントロールされたシステムというのは

経済生産システムとは違うということがわかった

ため、そこが皮肉な点だと思います。経済のモデ

ルですが、私たちは違う、政治的にコントロール

されたシステムを見ているわけで、経済とは違い

ます。 

経済は文化を形づくるものかもしれませんが、

私たちから見ても政治的にコントロールされたシ

ステムです。政府は高等教育をコントロールする

には、資金を減らすほうがコントロールしやすい

ということがわかりました。投資するよりもその

ほうがいいと。経済製品をコントロールしたいと

きは、製品に対してもっと投資するのです。 

しかし、高等教育のコントロールを増やしたい

ときは、資金を減らして、数少ない資金をコント

ロールのメカニズムとして利用します。どの政府

もそれに気がつきました。残念ながら、参加率の

高い国でもそれがわかってしまいました。高等教

育の予算を減らしても、この社会からの反発がな

いということがわかってきました。アメリカでも

そうです。 

また、驚くことに、国民が自分たちを支援して

くれるということに気がつくのに時間がかかりま

した。しかし、投資を増やすことよりも、そうし

たコントロールが増えています。また、政府があ

まりお金をかけずに質を向上させたいということ。



－59－ 

品質保証や効率性を見る、あるいはパフォーマン

スやモデリング、資源を集中する階層的なアプロ

ーチ。政府は成熟したシステムでは比較的成功し

ていると思います、日本など、あるいは西ヨーロ

ッパの一部、アメリカ、英国、オーストラリアな

どでは。 

ただ、こうした国々はもう発展途上にありませ

ん。しかし、より少ない資源で多くの成果を出す

ためには、戦略に対するリターンが減ってきてお

ります。オーストラリアのシステムを見ると、効

率や生産性といったポリシーに対してのリターン、

モデリングや、市場のコントロールをもっと増や

すことは、最初に 10 年ぐらいで最大化すると思い

ます。次の 10 年ではそれが減り、今、30 年目に入

っており、ニュー・パブリック・マネジメントと

いうことで生産的な側面が出てきております。 

また、格差があり、もっと幅の狭いポリシー、

アジェンダ、またこのシステムのモデルに対応し

ようとしているということ。より大きなビジョン

はもはや適切でないとされています。これは中国

とは全く違います。全体像は政府が把握していて、

長期的に政策を考えているからです。 

私の感じとしては、ＮＰＭというのは、むしろ

勢いをなくしてきていると思います。グローバル

な環境の中でさまざまな問題が出てきて、このキ

ャパシティービルディングというアプローチを中

国はとってきていますが、こちらのほうが長期的

なパラダイムになると思います。今の世界の金融

危機と過去５年間のトレンドをあわせて考えると、

教育への投資はまたこれから加速化して増えると

思います。中国、韓国、台湾、シンガポールでも

そうです。ヨーロッパの一部でシステムがまだ未

開発なところ。英国や日本ではその兆候は見られ

ません。より高い投資レベルに戻るということが

あるかもしれません。また、金融危機によってそ

うした展開はおくれるかもしれませんが、長期的

にはそういう傾向だと思います。 

私はいつも楽観主義者です。ただ単に政府だけ

ではないと思います。異なる利害関係者が高等教

育の現場に参入していると思います。教育と研究

に異なるステークホルダーが参加しており、異な

る利害関係を当然持っています。デンマークでは、

活発な産業界がそれぞれの利害関係を強化しよう

として、業界の利益のために大学の成果を期待し

ています。つまり、業界のことを考えた意味で、

委託研究にも、学生にも参入しているところです。

つまり手を出すと。 

一方で、ほかの利害関係者も高等教育の現場に

参入しています。政府だけではありません。政府

だけが支配しようとしているわけではありません。

ほかの利害関係にある利害関係者も、それぞれの

理由と、それぞれの利益のために高等教育という

マーケット・シーンに参上しようとしています。 

アクセスの平等についてコメントしたいと思い

ます。確かに大衆化はしているかもしれませんが、

ヨーロッパで見てみますと、アクセスの平等はま

だありません。大衆化しているにもかかわらず、

進学率、就学率で貧困者の進学率は文化的な資本

が高い家庭と比べると、低いままです。 

北欧のシステムを分析しています。ノルウェー

は資金的な問題がないかもしれません。このよう

なパターンがノルウェーでもあり、労働者階級出

身の学生の進学率は、行くとしても、４年制の大

学よりは、ポリテクニックです。つまり、そうし

た意味では平等が完璧ではないという事態があり

ます。 

【司会（丸山）】 パネルでのディスカッション

はここで一たん終了し、皆様方からのご質問をお

受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。も

し、ご質問があれば、どなたにご質問するのかと

いうのをご指定の上、お名前と所属を言っていた

だければと思います。 

ここに質問票が来ておりますが、直接言ってい

ただきましょうか。 

大森先生、どうぞ。 

【大森】 熊本大学の大森といいます。マージ

ンソン先生に対する質問ですが、もう今のお話で

答えが出ているような気がしましたが、ご発表、
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ご講演の中で、知識社会、知識経済への対応とい

う面で、自国のオーストラリアなどのウエストミ

ンスター・モデルとおっしゃっていたと思います

が、それに対して、中国、あるいは欧州の国家主

導、あるいは欧州ですとステートというか、そう

いう主導の戦略的な投資、そうしたものがこれか

らより優位に立つ、もしくは適しているのではな

いかというお話、ご講演で聞こえたかと思います。 

そして、今また、先ほどのご発言で、ＮＰＭは

ランニングアウト・スティームとおっしゃいまし

た。もう確認するまでもないと思います。提出し

た質問というのは、マージンソン先生は、そうす

ると、欧州型、あるいは中国型、そうした国家主

導、あるいは超国家主導の戦略的な投資が、これ

から高等教育が最も社会や経済にとって有効な機

能を果たすのにいい方法であると。つまり、ウエ

ストミンスター型はもうだめだという趣旨のお考

え、ご発言というふうに確認してよろしいのでし

ょうかという質問です。 

【司会（丸山）】 少しお待ちください。もう一

人、関連したご質問を出された方がいますので。

工藤先生、おられましたら、どうぞ、せっかくで

すのでお願いします。 

【工藤】 獨協大学の工藤と申します。興味深

い発表、ありがとうございます。紙に書かせてい

ただいた質問は、今のところまだ議論が出ていな

いということで、英語化の問題です。Englishization、

つまり、英語で非英語圏の国々は教育・研究、そ

れから大学行政、マネジメントを行っていくとい

うことも、今後ますます増えていきますが、特に

非英語圏、または準英語圏であるヨーロッパ、今

回ですとヨーロッパのお二方と、中国からの王先

生に、具体的に英語化していくことに伴う効率性

といいますか。 

一方では、英語化することによって、よりオー

プンでスタンダダイゼーションされていく、一方

で効率化が進んでいくように思えますが、一方で

英語の限界といいますか、例えば、日本のケース

ですと、さまざまなマネジメントクラスのレベル

ですと、実のところ英語のできる日本の事務職員

というか、行政の人はまだまだ少ない状態です。

その辺が非常によその国に比べて難しいのではな

いかと、私は感じているところです。 

ですから、ヨーロッパと中国では、どのように

英語化していく学校のマネジメント教育・研究、

その効率のトレードオフのような関係、少し聞か

せていただけたらと思っております。 

【司会（丸山）】 まずマージンソンさんから、

先ほどの質問にお答えください。 

【マージンソン】 両方の質問、ありがとうご

ざいました。ヒロさん、お久しぶりです。実は、

先生とは長年のおつき合いでして、非常に大事な

システムに関する質問がありました。ウエストミ

ンスター・システムに対する私の気持ちに関する

質問です。 

グローバルな知識社会、経済への移行は、まだ

どういう課題であるのか、どの国もわかっていな

いのではないかと思います。そこで、重要な根本

的な課題は、グローバルなガバナンスが存在して

いないこと、ハイレベルなグローバルな通信技術

はあるけれど、経済統合はＩＴには追いついてい

ません。また、文化的な統合はいろいろな意味で

起こっています。アメリカ映画、テレビがどれだ

け植民地化しているか。アメリカ化があちこちで

進んでいます。すべてがいいことではないかもし

れませんし、すべてがそれほど単純ではないかも

しれませんが、アメリカナイズが広がっておりま

す。 

グローバルなガバナンスはありません。例えば

ホブソンが言っているような戦争国家が起こって

います。共通の利益を考えていないからこそ、こ

のようなホブソンのような戦いがあるのです。国

連も多国間として十分に機能しておりません。国

連があっても、うまい仕組みができておりません。

そのために政治間、政府間での調整が十分できて

おりません。国連があってもまだまだです。 

よって、知識社会に対応しようとしても、結局

は国という枠組みとプリズムを使うしかありませ
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ん。国民国家という枠はどうしても使っています。

その際、一部の国民国家のほうが啓蒙化している、

洗練化している、見通しが国境を超えているとい

うところがあるかもしれません。だからといって、

支配的な国が必ずしも啓蒙されているというわけ

ではありません。 

しかし、教育制度となれば、少なくとも機関の

レベルでは、特に分野という意味で、教員と学生

との流動性が十分にあり、より広い視点をとるこ

とができると思います。高等教育機関が世界社会

の発展にどうなるか、胡錦濤国家主席がおっしゃ

っていましたが、政策枠組みと統治の枠組みは、

その国で狭くとらえていれば、それが下部となる

かもしれません。 

アングロサクソン、ウエストミンスターの諸国

も同じような水準でしかありません。進んでいる

わけではありません。グローバル・アーキテクチ

ャーに貢献しておりませんし、胡錦濤国家主席も

述べていたとおりです。ヨーロッパのシステムは、

この意味ではほかの方向に進んでいるかもしれま

せん。だからこそ、今おっしゃった前提に賛同し

ます。いいところにあると思います。 

ヨーロッパで一番おもしろい改革が起こってい

るのは、ほんとうのプラスの変化が起こっている

場所です。問題が起こっているところでも活発な

会話があり、閉鎖ではなく、開放されているとこ

ろで一番おもしろい話が起こっております。ボロ

ーニャ・プロセスは部外者の私にとっては、そう

いうものはないと思っております。国際的なプロ

セスはないけれど、非常に大切だと思いますし、

新しいアイデアが常に生まれていますし、ディス

カッションの質は非常に高いと思います。 

教授、学者、学生のリーダー、学会の職員、組

織団体、学長等、閣僚、お役人が、欧州委員会、

みんな結集して共通の会話をしています。お互い

に影響力を行使し合い、お互いに耳を傾け合って

おり、非常に衝撃的だと思います。一種の水平的

な民主主義だと思います。 

かつ、小さな国を大きな国とともに活動させる

という意欲があります。幸い、英国はあまりＥＵ

化に関心がない。そうでなければ覇権主義に走る

でしょうから、よかったと思います。ドイツ、フ

ランスがもはや欧州大陸を支配しようとしていな

いのはよかったと思います。お互い仲よくしよう

という用意があるのは非常にいいです。つまり、

ＥＵの枠組みは非常に前向きだと思います。 

私も北欧の人ではありませんので、デンマーク

を含めた北欧モデルを勉強してみますと、社会と

経済がうまくバランスがとれているようで、文化

と経済のバランスもうまくとれているように思い

ます。 

一方で、同じような過ちが起こっていることも

否定できないかもしれません。そのような意味で、

ストレートではありません。必ず両面性がどの問

題にもあると思います。２歩進んで１歩下がるだ

と思います。 

よって、先ほどの質問については同感ですが、

アングロ・ウエストミンスター・モデルはあまり

にもお金づくり、留学生からもうけるという焦点

があると思うので、この見方は変えて、バランス

を変える必要があると思います。とりわけ基礎研

究を枠組みに引き戻し、人文教育を第１専攻とし

て強化する必要があると思います。これまであま

り注目されていませんでした。また、学生が人文

から離れてしまっていたのです。 

キャンパスに学生がいない、フルタイムで働い

ていて全然キャンパスに来ない。アルバイトばか

りしている。あるいは、学業に興味がない。ただ

単に学位を取っておかないと仕方がないからとい

う学生の気持ちが見てとれます。学生は、例えば

クラブやソサエティーに参加しません。学生にと

っては、学生自治というものが魅力ではないので

す。 

少しセンチメンタルな話に走ってしまいました。

我々の学生のころを思い出してのノスタルジーで

すが、学生自治に関心がないということは、学生

教育、学生の学習が進んでいないということで、

懸念しなければならないと思います。昔に戻るべ



－62－ 

き分野もあると思います。基礎の、リベラルな、

知的な教養、人格を形成する、道義的、倫理的な

人格を形成する基礎研究と、基礎教育に戻るとい

う教育ばかりではなく、ということが大事だと思

います。 

【司会（丸山）】 英語で教育が行われるとか、

研究が英語で行われるとか。 

【マージンソン】 言語の問題というのは、ジ

レンマや機会をすべての国に対して提供すると思

います。結論を申し上げますと、一番いいのは完

全にバイリンガルにすることだと思います。現在、

１つのグローバルな言語しかありません。それが

英語です。つまり、みんな英語ができなければい

けないと、それを避けることができません。グロ

ーバルに競争できなければなりません。 

学習のほとんどはグローバルなレベルです。研

究、知識だけでなく、経営や、組織、制度、文化

制度などもますますグローバルな側面が出てきて

おります。だからといい、ローカルでなくなった

と、国にとどまっていないというわけでもありま

せん。よって、均一性の問題もありますし、また、

文化や国の言語が場所がなくなるのではないかと

いう問題もあります。ですから、積極的なバイリ

ンガリズムが必要だと思います。グローバルな言

語が国の言語にとってかわるわけではありません。 

基本的には、ここでの会議は抽象的に言うのは

簡単ですが、グローバルに効果的になるには２つ

のことが必要です。今までは逆でしたが、そうで

ある人も、そうでない人もいましたが、１つはオ

ープンであるということ。つまり、国境を超えて

外国の機関や文化から知識や問題を学習するだけ

オープンであるということ。 

また、ほかの人、ほかの国に対して貢献する意

思があるということ。また、相手から学ぶ意思も

あるということ。こうしたものに対する対応を変

えていかなければなりません。オープンであると

いうことは、一方で柔軟でなければなりませんし、

それにあわせて自分自身のアイデンティティーも

強く持たなければなりません。たとえそれが変わ

ったとしても、自分がコントロールできる形で変

えていかなければなりません。 

よって、強い自分のアイデンティティーとグロ

ーバルに対してオープンであるということの組み

合わせが必要です。ある国は正しくできて、正し

くできない国も一方であると思います。例えば、

世界を見ると、中国は現在それをやっていますし、

十分な数でもっとグローバルに効果的になろうと

しています。もちろん、さまざまな矛盾や反対意

見もあるかもしれませんが。 

また、アメリカはエンゲージメントは得意でし

た。国境を超えて相手と関係をつくることは得意

ですが、必ずしも相手に耳をかさない、相手から

学習しようとしていない。今はそれぞれ強みや弱

点がありますが、日本人は英語も得意で、日本語

も得意でなければならないと思いますが、私たち

ももっと今以上にバイリンガルにならなければい

けません。 

英語はいつまでも唯一の国際言語であり続ける

と思います。今もそうですが、中国語もこれから

２世代、３世代先には十分に強くなるかもしれま

せん。中国はあまりにも大きいのでグローバルな

言語になるかもしれません。スペイン語もそうか

もしれません。人口的にも、経済的にも、文化的

にも、スペイン語のウエートは増えています。ラ

テンアメリカは非常に大きなブロックです。スペ

イン語も幅広く使われる言語になる可能性もあり

ます。アメリカでもそうです。アメリカではある

意味でバイリンガルになっています。 

アメリカはほかのどの国よりも影響が強いと思

います。よって、将来、我々が生きている間に中

国語やスペイン語がグローバルなレベルで重要に

なる可能性があると思います、英語ほどではない

かもしれませんが。 

【司会（丸山）】 せっかくですので、ほかの質

問を受け付けたいと思います。 

【モーガン】 キース・モーガンと申します。

私はイギリスから参りました。また、オーストラ

リア出身でもあります。 
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まず、スピーカーの方々、大変包括的な高等教

育の成長の状況を各国に関して説明していただい

たこと、そして、いろいろな変化が起こっている

ことを説明していただいて、ありがとうございま

した。しかしながら、一方、私が悲しく思います

のは、いろいろな国々が同じ間違いを犯している

ことです。オーストラリア、イギリスと同じよう

な間違いを犯していること、それが残念です。 

共通な問題で明らかにこの中でも指摘されたの

が、吠えない犬ということです。すなわち、その

声が聞こえなかったということです。大学に関し

て、また、ビジネスとか、政府、財政の状況も聞

きました。また、経済の状況も聞かれました。こ

れらはコントロールとして聞かれました。形態で

あるとか、高等教育におけるいろいろな影響につ

いて聞きましたが、大学自身が何も貢献していな

いように思います。 

よって、それには何らかの理由があるかもしれ

ませんので、パネリストからコメントを伺いたい

と思います。 

また、別な言い方をいたしますと、政府は短期

的なその運営者たちです。また、政治家は選挙の

間、役割を果たしています。大学の学長、副学長、

ダイレクター、また最近では、短期的な任期を満

たしています。彼らは、大学の重要性というもの

を短期的にとらえています。私はかなり年ですの

で、大体は長期的な目標を持っていた時代のこと

を知っております。 

教育の中、また、基礎教育の中にはメリットが

あり、それにより改革や、それらを支配している

目標を持っていたと思います。私は間違っている

でしょうか。大学はまだ十分にこのようなディス

カッションには参加していないと思うのです。本

来ならもっと参加すべきなのに、十分に参加でき

ていないと思いますが、いかがでしょうか。全員

にお願いします。 

【アマラル】 理由の１つは、特にヨーロッパ

に関しては、なぜ大学の役割がそれほどまでに十

分に対応できていないかということでありますが、

まず、大学に対する信頼が失われているというこ

とだと思います。いろいろな改革ですとか、ポリ

シーということで信頼がない。 

また、マーティン・トローが書いている論文が

ありますが、大学がその信頼を回復するのが難し

いということです。また、トローも、教育機関が

信頼を失っている、そして、それを回復しなけれ

ばいけないという点だと思います。 

２番目の問題は、大学のような機関がＥＵの中

でポジションをとるのはなかなか難しいのではな

いかと思います。例えばボローニャの実効という

ことを考えますと、問題は多元的な権限のシステ

ムがあると思います。まず、ブリュッセルのＥＵ

の権限がありますし、また、その下には国家の政

府があります。それに加え、地方自治体があり、

それから教育機関があります。このようなシステ

ムの中では、教育機関が効果的な発言をするのは

なかなか難しいと思います。 

３番目の点ですが、戦略的な間違いを大学が犯

したということです。10 年前、２つの組織が大学

を代表しておりました。これはヨーロッパの場合

です。その１つは、ＣＲＥということです。これ

が大学を代表していました。それから、欧州の学

長の連合です。これは重要な政治的な役割を持っ

ており、ＥＵと交渉する上でも重要な役割を果た

していました。 

しかしながら、ＣＲＥは大学を代表している、

むしろ学術的な面から代表していますが、この２

つの機関を統合したのが間違いではないかと思い

ます。新しい組織やヨーロピアン・ユニバーシテ

ィー・アソシエーションは、政治的な役割でもな

い、学術的な役割でもないという役割を果たすこ

とになってしまいました。そして、発言力を持つ

権限を失った。このような国際的なディスカッシ

ョンの中で、そうした立場を失ったということで

す。 

ＥＵは、ボローニャの政策に関しては、より好

意的な立場をとり、このボローニャでのセレモニ

ーの後ろにいた組織がありましたが、ＥＵはパー
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トナーとして、もはやみなされなくなってしまい

ました。ＥＵも交渉の中に入っておりましたが、

アソシエーション・オブ・ヨーロピアン・スチュ

ーデントのような形で、アドバイザリーの役割を

果たしております。 

こんなことを言うのはフェアではないかもしれ

ませんが、ＥＵは十分にフォーカスをしていない

のではないかと思っています。私がアメリカで起

こったことを分析してみますと、1992 年の問題が

あり、その連邦政府の会議を増やすということで、

エージェンシーをつくっていくということ、それ

に対応するということが言われましたが、同じこ

とをヨーロッパでやるのは不可能でした。 

なぜかといいますと、大学が大きく反対してい

るにもかかわらず、欧州委員会がデグレーション

システムに移行するのを避けることができなかっ

たのです。インスティテューショナルデモクラシ

ーがヨーロッパにありますので、強い大学の介入

というものができないような状況になっています。 

【ライト】 私も今のご質問の論点に賛成です。

つまり、大学の学長がアメリカでは、私が申し上

げました点に対して黙っていると。例えば幾つか

のアジェンダがあると申し上げましたが。また、

ほかのところの問題、高等教育の問題で大学の学

長が発言しないということ。彼らの役割というの

は、彼らが考え方のリーダーであると今まで思わ

れていましたが、今は資金調達の責任者のように

言われております。 

機関の目的と国家の目的との間では二極分化が

あると言われておりますが、将来、両方が存続す

るかということに関しては、私たちは将来お互い

に依存し合っていると思います。国は目標を達成

するためには、教育機関の参加が必要ですし、教

育機関側ももちろん国の支援に依存しています。

これは財政的な支援だけに限りません。 

もう一つ明らかになったことは、これをパー

ト・カレンやその同僚が高等教育のナショナルセ

ンターで検討する際に重要視した点があります。

このすぐれた教育機関がエクセレントであるとい

うことで、そうしたエクセレンスのポケットがあ

るからといって、この国のすべてのニーズに必ず

しもこたえるわけではありません。したがって、

政策のリーダーシップを、例えばこれはテネシー

に限って申し上げていますが、こうした教育機関

のリーダーに取り戻してもらいたいと思っており

ます。 

彼らが黙っていることで空隙が空いてしまった

と。そして、時にはそれが不均衡な結果によって

埋められていると。立法担当者と経済界の人たち

で、１つの見解しか持っていないような人たちに

より、その地位が埋められてしまっています。よ

って今おっしゃった点は私は賛成ですし、おっし

ゃるとおり、私たちは対話を取り戻さなければな

りません。大学の学長の対話の中での役割を州の

レベルで取り戻さなければいけないと思います。 

【シュミット】 適切な質問だと思います。我々

が目の当たりにしているのは、制度の利益と公益

のバランスだと思います。第二次大戦後、大戦に

参加したすべての国々におきましては、そのレベ

ルで 1945 年に起きました。二度とこんな戦争はし

たくないというようになりました。そして、より

よい社会をつくろうと。お互いを殺戮し合わない

国をつくろうと。よりすぐれた社会的な前提でや

っていこうということで、この福祉国家をつくろ

うと。 

そして、日本でも、犠牲を払って建国するのだ

ということで、このような集団的なコミットメン

トをして、共通のプロジェクトを実行してきまし

た。ヨーロッパでも、ある意味ではまだ欧州化と

いうプロセスがあり、これは戦後のアプローチの

１つであり、それをこれから超越しようとしてい

ます。大まかに言いますと、この第二次大戦の与

えた影響、すなわち公共の財に貢献しようという

こと、そして、それぞれの利害、それぞれのセク

ターの利害をバランスさせようということです。 

多くの国々では、真に公共財のために貢献しよ

うということで、国も制度的になっております。

そして、より多くの公益財の受け皿となっていま
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す。いろいろな機関も共通の利益ということを考

えており、民間のセクターならば、もしかしたら

もうかるかもしれませんが、こうしたセクターで

仕事をしている。もしかしたら、我々の利益より

ももっと大きな利益のために貢献しようと考えて

いるからです。 

このインスティテューショナルポリシーにおい

ては、すぐれたマネジャー、すぐれたエグゼクテ

ィブでこの機関の利益を追求するのが重要である

と。そして、資金を調達するだけで今は終わって

いるところもあります。よって、倫理的な状況が

生まれているのではないかと思っております。 

それから、先ほども言われましたが、強い、一

貫した民主的なステークホルダーの関与というも

のが、我々にとり、非常に深刻な問題となってき

ています。我々のインスティテューションがもっ

と高い理想を抱えても、それはグローバルな、公

的な利益を追求するということが重要です。人類

が直面している問題、特に環境の持続可能性とい

うもの、これは我々にとり、非常に重要な問題と

なってきています。 

それこそが将来の行くべき道だと思います。し

かしながら、我々の社会とつながっていなければ

だめです。ただ単に利害団体だけが圧力を加える

ということではならず、中小企業であるとか、そ

れぞれの地域にも行き、そうしたところとのつな

がりもなければいけないと思います。そうでなけ

れば、我々の公的な利益というものをより大きく

広げることはできないのではないかと思いますし、

社会にも貢献できないと思います。 

【司会（丸山）】 時間的には最後の質問になる

かと思いますが、いかがでしょうか。ありません

でしょうか。よろしいですか。エバンシアさん、

コメントをお願いします。 

【シュミット】 私は知識の生産のプロセスは

２つあると申し上げたいと思います。私たちは常

にモード１とか、早期生産、そしてモード２、マ

ルチプロダクションとよく言いますが、こうした

変化は基本的なものであり、非常に深い変更です。

また、これは教育機関がどう機能するかという、

その機能の構造も変わります。信頼が失われてい

ることを最近は経験していますが、これによって

教授の権威も害されてしまいます。 

また、私たちがこのような改革の過程の中で長

く発言をしなかった理由は、デンマークの改革を

考えますと、私たちは予想外なことに直面したの

です。といいますのは、多くの過去の改革は全く

効果がありませんでした。例えば、紙の上の改革

であって現実ではなかったのです。しかし、今回

は突如として、これは本物の改革であるというこ

とに気がつきました。そして、高等教育制度のす

べての構造が変わることに気がつきました。今急

にその影響に気がついたのです。それに対して、

今反応を出し始めたという状態です。また、私た

ちが失った権限を取り戻すことも必要かもしれま

せん。 

【王】 私から最後のコメントをさせていただ

きたいと思います。幾つかの国のメカニズムや制

度により、高等教育機関をコントロールしようと

していると思います。例えば、アドミッションも

コントロールする、人員に関してもコントロール

する、また、クレディテーションもコントロール

する。例えば中国におきましては、国の学位の制

度があります。それに対してもコントロールしよ

うとしています。それから、財政政策もあります。

全体のコントロールの体制のうちの一部、ある意

味では、このようなファンディングのメカニズム

というものが土着のもので、ほかのアレンジメン

トから生まれているものです。 

よって、この会議では、我々はこのファンディ

ングのメカニズムにフォーカスをしながら、あま

りほかのコントロールであるとか、介入のメカニ

ズムには言及していないと思います。しかしなが

ら、これは単独では分析できないものだと思いま

す。 

【司会（丸山）】 終わりにしたいと思いますが、

日本では 2004年に国立大学の法人化が始まりまし

た。中期目標計画の最終年、今年は 2010 年ですの
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で、それに当たりますが、何らかの総括が必要な

時期かと思われます。そこで、国立大学財務・経

営センターとしましては、日本の国立大学の改革

について山本研究部長と水田准教授から現状につ

いて報告していただき、それを相対的な地位はど

の辺にあるのかという鏡を設定しようという意向

で、ヨーロッパのアマラルさん、中国の王さん、

アメリカのライトさん、デンマークのシュミット

さん、そして、最後にオーストラリアのマージン

ソン教授から、各国の大学改革の現状と課題につ

いてお話を伺いました。 

似ているということは確認できました。各国の

状況が、アカウンタビリティーだとか、オートノ

ミーだとか、確認できました。日本はイギリスを

モデルにしていると言われており、常におくれて

いるのではないかという危惧がありましたが、実

は、日本の 60 年代、70 年代の大学進学率は、当時

のアメリカや、当時ソビエト連邦と言われており

ましたが、それに次ぐ規模でした。大学の階層化

だとか、役割分化、または、学生から授業料を徴

収することなどは、ヨーロッパより日本のほうが

先んじて行っていた問題であり、今ヨーロッパは

そうした問題に直面していることで、その点につ

いては日本のほうが経験があり、必ずしもおくれ

ていないということです。 

今後はどうなるかということですが、日本もそ

うした各国の状況を常に見ながら、改革の見直し

というか、また、改革を進めることをしていかな

ければならないと。それが、効率化や、ほんとう

の生産性の向上、つまり教育研究の生産性を上げ

る、活性化することにつながるのではないか思っ

ております。 

これでまとめましたが、最後に、ご出席くださ

ったアマラルさん、マージンソンさん、シュミッ

トさん、王さん、デイビッドさんに拍手をお願い

します。 




